
殿
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表
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控
法人税法第七十一条第一項の規定による予定申告書
地方法人税法第十六条第一項の規定による予定申告書（

納
税
者
控
用）

納 税地

法人名

（フリガナ）

税 理 士
署名押印

（フリガナ）

○印

○印

（ ）電話番号

別
表
十
八

平
三
十
・
四
・
一
以
後
提
出
分

予定申告については、原則として前事業年度等の法人税額の 分の 及び地方法人税額の 分の を申告して、同時にその税額を2 1 2 1
納付することになっていますから、期限内に申告と納税をしてください。納付が遅れますと、本税のほかに納付の日までの延滞税を
納付していただくことになります。
なお、事業概況が前事業年度等と著しく異なっているなどの場合には、この申告によらないで中間事業年度の実際所得金額を基礎

として申告納税することもできます。この場合には確定申告書の様式によって作成した申告書を 部（調査課所管法人である場合に1
は 部）提出していただきますが、ＯＣＲ入力用の別表一については、上記の部数とは別に必ず提出してください。2
◎ お願い
この用紙を使用されるときは、最上部の通知書をミシン線に沿って切り離して使用してください。
なお、この中間（予定）申告書の提出並びに法人税額及び地方法人税額の納付は、e-Tax（国税電子申告・納税システム）による

ことができます。また、納付については、同封されている納付書を使用することもできます。
詳しくはe-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

※この文書は、行政指導として送付しているものであり、その責任者は表記の税務署長です｡

年 月 日

年 月 日

来る 月 日は、貴法人の予定申告書の提出期限であり、また、法人税及び地方法人税の納期限です。

年 月 日

修正・更正・決定の年月日

地方法人税額

差引地方法人税額

月数換算

納付すべき地方法人税額

同上の税額 ×
６

年 月 日

修正・更正・決定の年月日

法人税額

差引法人税額

月数換算

納付すべき法人税額

同上の税額 ×
６

前
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
額

前
事
業
年
度
の
法
人
税
額

署

税
務

受 付
印

年 月 日

税務署長殿

税
務
署
処
理
欄

通 信 日 付 印 確認印

年 月 日
こ
の
申
告
が
修
正
申
告
で
あ
る
場
合
の

この申告前
の法人税額

百万 千 円

年 月 日 事業年度分予定申告書

年 月 日

この申告に
より増加する
法 人 税 額

この申告前の
地方法人税額

この申告に
より増加する
地方法人税額

事業年度等分中間（予定）申告について

法人税法第七十一条第一項の規定による予定申告書
地方法人税法第十六条第一項の規定による予定申告書

法人税額の計算 地方法人税額の計算

課税事業年度分予定申告書

整 理 番 号

自

至

年 月 日

年 月 日

法
人
税
額
の
計
算

地
方
法
人
税
額
の
計
算

年 月 日

修正・更正・決定の年月日

地方法人税額

差引地方法人税額

月数換算

納付すべき地方法人税額

年 月 日

修正・更正・決定の年月日

法人税額

差引法人税額

月数換算

納付すべき法人税額

前
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
額

前
事
業
年
度
の
法
人
税
額

署

税
務

受 付
印

年 月 日

税務署長殿

税
務
署
処
理
欄

通 信 日 付 印 確認印

年 月 日
こ
の
申
告
が
修
正
申
告
で
あ
る
場
合
の

この申告前
の法人税額

百万 千 円

年 月 日 事業年度分予定申告書

年 月 日

この申告に
より増加する
法 人 税 額

この申告前の
地方法人税額

この申告に
より増加する
地方法人税額

法人税額の計算 地方法人税額の計算

課税事業年度分予定申告書

整 理 番 号

前 事 業 年 度 等
自

至

年 月 日

年 月 日

法
人
税
額
の
計
算

地
方
法
人
税
額
の
計
算

前 事 業 年 度 等

百万 千 円

百万 千 円

百万 千 円

百万 千 円

同上のうち土地譲渡税額等及び
連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

同上のうち土地譲渡税額等及び連結
納税の承認を取り消された場合等
における既に控除された法人税額
の特別控除額の加算額に係る金額

百万 千 円

百万 千 円

百万 千 円

百万 千 円

同上のうち土地譲渡税額等及び
連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

同上のうち土地譲渡税額等及び連結
納税の承認を取り消された場合等
における既に控除された法人税額
の特別控除額の加算額に係る金額

００００

００００

同上のうち土地譲渡税額等
及び連結納税の承認を取り
消された場合等における既に
控除された法人税額の特別
控除額の加算額に係る金額

貴法人の整理番号

年 月 日

同上のうち土地譲渡税額等及び
連結納税の承認を取り消された
場合等における既に控除された
法人税額の特別控除額の加算額

年 月 日

前 事 業 年 度 等
自

至

年 月 日

年 月 日

００００

同上の税額 ×
６

同上の税額 ×
６

法人税額の計算 地方法人税額の計算
税務署長

平成
平成

平成

平成

平成平成

００００

平成

平成

平成平成

００

００

００

００

００００

平成
平成

同上の税額 ×
６

同上の税額 ×
６

平成

平成

平成平成

００

００

００

００

００００

平成
平成

修正・更正・決定の年月日

（円）前課税事業年度の地方法人税額

（円）

差引地方法人税額 （円）

（円）納付すべき地方法人税額

修正・更正・決定の年月日

前事業年度の法人税額 （円）

（円）

差引法人税額 （円）

納付すべき法人税額 （円）

月数換算月数換算

法人番号

代 表 者
記名押印
代 表 者
住 所

納税地

法人名

（フリガナ）

税 理 士
署名押印

（フリガナ）

○印

○印

（ ）電話番号

法人番号

代 表 者
記名押印
代 表 者
住 所


